
令和５年度

中札内村役場総務課企画財政グループ

補正予算の概要

＜令和６年１月補正予算　編＞

令和６年１月臨時会において可決されました
補正予算の概要についてお知らせします。



１　各会計補正予算総括表

（令和６年１月補正予算分） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 合　　計

一般会計 5,919,627 31,523 5,951,150

特別会計 929,876 0 929,876

　国民健康保険特別会計 486,863 0 486,863

　介護保険特別会計 363,713 0 363,713

　後期高齢者医療特別会計 79,300 0 79,300

公営企業会計 731,746 0 731,746

　簡易水道事業会計 305,960 0 305,960

　公共下水道事業会計 425,786 0 425,786

7,581,249 31,523 7,612,772

※公営企業会計は支出総額

会　　　計　　　名

合　　　　　計



2　一般会計補正予算の概要

①　歳　入

款 補正前の額 補　正　額 合　　計 構成比

　１　村　　　税 669,869 0 669,869 11.3

　２　地 方 譲 与 税 92,028 0 92,028 1.6

　３　利子割交付金 400 0 400 0.0

　４　配当割交付金 1,200 0 1,200 0.0

　５　株式等譲渡所得割交付金 1,000 0 1,000 0.0

　６　法人事業税交付金 10,000 0 10,000 0.2

　７　地方消費税交付金 102,000 0 102,000 1.7

　８　環境性能割交付金 6,000 0 6,000 0.1

　９　地方特例交付金 3,690 0 3,690 0.1

１０　地 方 交 付 税 1,988,993 0 1,988,993 33.4

１１　交通安全対策特別交付金 600 0 600 0.0

１２　分担金及び負担金 51,784 0 51,784 0.9

１３　使用料及び手数料 250,541 0 250,541 4.2

１４　国 庫 支 出 金 280,052 31,523 311,575 5.2

１５　道 支 出 金 275,293 0 275,293 4.6

１６　財 産 収 入 25,095 0 25,095 0.4

１７　寄   附   金 808,226 0 808,226 13.6

１８　繰   入   金 933,875 0 933,875 15.7

１９　繰   越   金 75,224 0 75,224 1.3

２０　諸   収   入 115,383 0 115,383 1.9

２１　村        債 228,374 0 228,374 3.8

歳　入　合　計 5,919,627 31,523 5,951,150 100.0

（単位：千円、％）



②　歳　出

款 補正前の額 補　正　額 合　　計 構成比

　１　議　会　費 51,052 0 51,052 0.9

　２　総　務　費 1,228,249 0 1,228,249 20.6

　３　民　生　費 938,743 31,523 970,266 16.3

　４　衛　生　費 428,065 0 428,065 7.2

　５　労　働　費 7,643 0 7,643 0.1

　６　農 林 業 費 784,646 0 784,646 13.2

　７　商工観光費 285,906 0 285,906 4.8

　８　土　木　費 375,577 0 375,577 6.3

　９　消　防　費 173,423 0 173,423 2.9

１０　教　育　費 980,751 0 980,751 16.5

１１　災害復旧費 1 0 1 0.0

１２　公　債　費 446,473 0 446,473 7.5

１３　諸 支 出 金 214,098 0 214,098 3.6

１４　予　備　費 5,000 0 5,000 0.1

歳　出　合　計 5,919,627 31,523 5,951,150 100.0

（単位：千円、％）



（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

国 庫 支 出 金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 31,523
住民税非課税世帯臨時特別給付金、妊婦・子育て世帯臨時特別給付金の
財源として

（単位：千円）

款　　別 事　業　名　等 補 正 金 額 説　　　　　　　明

妊婦・子育て世帯臨時特別給付金 18,250
妊婦、子育て世帯に対する１世帯5万円の給付金
（村独自の物価高騰対策）

住民税非課税世帯等臨時特別給付金 13,000

住民税均等割のみ課税世帯に対する１世帯10万円の給付金、
住民税非課税世帯・均等割のみ課税世帯に対する子ども1人あたり5万
円の給付金
（国の施策による物価高騰対策）

３　一般会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

①歳入補正予算の主な事業

②歳出補正予算の主な事業

民生費


